
 

 

 「事業の運営に関する事項についての企画，立案，調査及び分析の業務であって，

当該業務の性質上これを適切に遂行するにはその遂行の方法を大幅に当該業務に

従事する労働者の裁量にゆだねる必要があるため，当該業務の遂行の手段及び時間

配分の決定等に関し使用者が具体的な指示をしないこととする業務」（対象業務）

は，次の①から④までに掲げる要件のいずれにも該当するものであることが必要で

あり，その全部又は一部に該当しない業務を労使委員会において対象業務として決

議したとしても，当該業務に従事する労働者に関し，企画業務型裁量労働制の法第

４章の労働時間に関する規定の適用に当たっての労働時間のみなしの効果は生じ

ません。 

① 事業の運営に関する事項についての業務であること 

 「事業の運営に関する事項」とは，対象事業場の属する企業等に係る事業の運営

に影響を及ぼす事項又は当該事業場に係る事業の運営に影響を及ぼす独自の事業

計画や営業計画をいい，対象事業場における事業の実施に関する事項が直ちにこれ

に該当するものではありません。 

② 企画，立案，調査及び分析の業務であること 

 「企画，立案，調査及び分析の業務」とは，「企画」，「立案」，「調査」及び「分析」

という相互に関連し合う作業を組み合わせて行うことを内容とする業務をいいま

す。ここでいう「業務」とは，部署が所掌する業務ではなく，個々の労働者が使用

者に遂行を命じられた業務をいいます。 

 したがって，対象事業場に設けられた企画部，調査課等の「企画」，「立案」，「調

査」又は「分析」に対応する語句をその名称に含む部署において行われる業務の全

てが直ちに「企画，立案，調査及び分析の業務」に該当するものではありません。 

③ 当該業務の性質上これを適切に遂行するにはその遂行の方法を大幅に労働者

の裁量にゆだねる必要がある業務であること 

Ｑ687．企画業務型裁量労働制を導入するにあたり，労使委員会で決議

すべき「対象業務」の具体的内容を教えてください。 



 

 「当該業務の性質上これを適切に遂行するにはその遂行の方法を大幅に労働者の

裁量にゆだねる必要がある」業務とは，使用者が主観的にその必要があると判断し

その遂行の方法を大幅に労働者にゆだねている業務をいうものではなく，当該業務

の性質に照らし客観的にその必要性が存するものであることが必要です。 

④ 当該業務の遂行の手段及び時間配分の決定等に関し使用者が具体的な指示を

しないこととする業務であること 

 「当該業務の遂行の手段及び時間配分の決定等に関し使用者が具体的な指示をし

ないこととする業務」とは，当該業務の遂行に当たり，その内容である「企画」，「立

案」，「調査」及び「分析」という相互に関連し合う作業をいつ，どのように行うか

等についての広範な裁量が，労働者に認められている業務をいいます。したがって，

日常的に使用者の具体的な指示の下に行われる業務や，あらかじめ使用者が示す業

務の遂行方法等についての詳細な手順に即して遂行することを指示されている業

務は，これに該当しません。 

 企画業務型裁量労働制が適用されている場合であっても，業務の遂行の手段及び

時間配分の決定等以外については，使用者は，労働者に対し必要な指示をすること

について制限を受けません。したがって，使用者が労働者に対し業務の開始時に当

該業務の目的，目標，期限等の基本的事項を指示することや，中途において経過の

報告を受けつつこれらの基本的事項について所要の変更の指示をすることはでき

ます。ただし，「労働基準法第３８条の４第１項の規定により同項第１号の業務に

従事する労働者の適正な労働条件の確保を図るための指針」では「企画業務型裁量

労働制の実施に当たっては，これらの指示が的確になされることが重要である。こ

のため，使用者は，業務量が過大である場合や期限の設定が不適切である場合には，

労働者から時間配分の決定に関する裁量が事実上失われることがあることに留意

するとともに，労働者の上司に対し，これらの基本的事項を適正に設定し，指示を

的確に行うよう必要な管理者教育を行うことが適当であることに留意することが

必要である。」とされています。 
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